
別記第１号様式（第５条、第７条関係）

年 7 月 30 日

北海道知事　様

住所

氏名

年度）

商標又は商号

（原油換算エネルギー使用量 kL）

（保有する自動車の種類及び台数 台）

（該当する温室効果ガスの種類   ）

年度）

北海道地球温暖化防止対策条例第14条第１項（第３項）の規定により、次のとおり提出します。

原単位に用いた指標

事業の概要

2025

11,240

5,641

年度～計画期間（

事業活動に伴う温室効果
ガスの排出の量（基準年
度）

事業者温室効果ガス削減等計画書

　（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

NTTドコモビジネス株式会社

東京都千代田区大手町二丁目3番1号

代表取締役社長　　小島　克重

2025

2027

ｔ-CO2）

2024ｔ-CO2　（

37　通信業

 7010001064648

通信業

4,694

(3)
(11,237)

直接排出量 ※数字のみ直接入力してください→

間接排出量 ※数字のみ直接入力してください→

0.2042 t-CO2/㎡

事
　
業
　
者
　
の
　
概
　
要

　北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第４条第４号に該当する事業者

　北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第４条第１号又は第２号に該当する
事業者

　北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第４条第３号に該当する事業者

事業者の主な業種

法人番号

事業者の種類

事業活動に伴う温室効果
ガス排出原単位

（調整後温室効果ガス排出量

延床面積

全排出量/延床面積
原単位に用いた指標
の設定方法



2025 年度

2026 年度

2027 年度

電気

熱

電気

熱

電気

熱

2025 年度

2026 年度

2027 年度

年度 措置の内容

注 １　「商標又は商号」の欄は、連鎖化事業者のみ記入してください（複数の商標又は商号を用いる場合は、代表的なものを記入
　　　してください。）。
　　２　「法人番号」の欄は、個人の方は記入する必要はありません。
　　３　「事業者の種類」の欄は、該当する□内にレ印を記入してください。
　　４　「事業活動に伴う温室効果ガスの排出の量」の欄には、基準年度の温室効果ガス排出量を記入してください。
　　　　なお、基準年度は、計画期間の初年度の前年度又は前々年度としてください（基準年度は、事業者が選択してください。）。
　　５　「事業活動に伴う温室効果ガス排出原単位」の欄には、基準年度の温室効果ガスについて、温室効果ガス排出原単位（温
　　　室効果ガスの排出量を、生産数量又は建物延床面積その他の当該排出量と密接な関係を持つ値で除した値をいう。）を記入
　　　してください。

温室効果ガスの排出の量の削減等の目標及び当該目標を達成するために講ずる措置

導入の目標

再生可能エネルギーの導入の目標及び当該目標を達成するために講ずる措置

措置の内容

・高効率空気調和設備への更改実施
・通信用設備の適正化（ユニット数適正化）
・余剰空調装置の運転停止継続実施

措置の内容

年度

0

0

削減等の目標
（t-CO2）

・高効率空気調和設備への更改実施
・通信用設備の適正化（ユニット数適正化）
・余剰空調装置の運転停止継続実施

・高効率空気調和設備への更改実施
・通信用設備の適正化（ユニット数適正化）
・余剰空調装置の運転停止継続実施

0

2027

2026

2025

年度

年度

年度

年度

温室効果ガスの排出の量の削減等の目標を達成するために講ずる措置及び再生可能エネルギーの導入の目標を達
成するために講ずる措置以外の地球温暖化の防止を図るために講ずる措置の内容


